
よりよい住まいづくりを実践していくためには、長谷工グループの
組織が確固たる基盤を持ち、ステークホルダーの信頼に足るもので
なければなりません。
そのためのマネジメントを強化するとともに、社会貢献の領域にも
積極的に取り組みます。

信頼される組織風土

『信頼される組織風土』に関連するマテリアリティ

詳細はWEBへ ESGデータ

価値創造基盤の強化

サステナブルな社会を継続するために、サプライチ
ェーン全体でのCSRの取り組みを主導しています。

サプライチェーン・
マネジメント

企業活動を進める上で、自らの事業•社会活動を幅広く
開示、対話を深めることで、ステークホルダーとの信頼
関係を構築します。

情報開示と
エンゲージメント

サプライチェーンを構成する取引先とも協⼒し、人
権への負の影響を最小化し、人権尊重の責任を全う
します。

人権の尊重

経営における透明性の確保に努めるとともに、企業価
値の維持・向上に向け、事業に関連する内外の様々なリ
スクを適切に管理しています。

ガバナンス・
リスクマネジメント

会社の機関の内容
❶ 取締役会は、毎月1回の定期開催に加えて、必要に応じて臨時での開催を行うこととしており、経営に関する重要な意思決定及び定例報告の他、定期的に業務執行取締役

より業務執行報告が行われています。
❷ 指名報酬委員会は、取締役の指名・報酬等に関する手続きの客観性・透明性・公平性を確保し、コーポレート・ガバナンスの充実を図るため、取締役会の諮問機関であり、全

ての独立社外取締役及びその同数以下の代表取締役等にて構成しています。
❸ 取締役会から授権された範囲で日々の業務執行事項に関する意思決定を機動的に行うため、経営会議及び2つの業務執行会議である営業執行会議及び技術執行会議を設

置しています。その際、取締役の経営会議及び2つの業務執行会議への参加は一定限度にとどめることで、意思決定とそれらを監督する機能の役割を分け、責任と権限の
明確化を図っています。なお、重要な取締役会決議事項についての事前審議機能については、経営会議が担っています。

❹ リスク統括委員会は、四半期に1回の開催に加えて、重大リスク発生時には必要に応じて臨時で開催することとしており、リスク管理に関する社内規程やリスク予防計画
等の策定及び改廃について検討、決定するほか、リスク管理に関する推進方針及び具体策等の討議決定が行われています。

株主総会

❶ 取締役会：取締役・社外取締役❷ 指名報酬委員会 監査役会：監査役・社外監査役 会計監査人

監査役室

子会社 ❸ 経営会議

営業執行会議

技術執行会議

諮問会議・委員会

電子稟議システム

執行役員

経営管理部門

リスク管理部コンプライアンス室

事業部門

社外弁護士

監査部

❹ リスク統括委員会

代表取締役
社長

選任 選任 選任
連携

連携

連携

監査

監査

選定・監督

内部監査

内部通報相談制度

内部統制監査
会計監査

①機関設計・構成 人数、独立社外取締役の割合、多様性、開催頻
度、所要時間

②運営 付議事項の数・内容、付議資料の質・量、事前配
布の時期、事前説明の質

③審議・機能 会議における建設的な議論・多角的な検討、気
風、自身の役割・責務

④PDCA 指摘事項への対処、決議後の結果報告、改善へ
の取り組み

　長谷工グループの企業活動を支える基盤として、コーポレート・ガバナンスやコンプライアンスの徹底に取り組んでいます。

コーポレート・ガバナンス

ガバナンス・リスクマネジメント

　当社は、お客さま本位の事業活動を通じて社会に貢献
し、信頼を得ることを経営の基本方針としています。また、
長期安定的に企業価値を最大化し株主の皆様の利益を確
保するためには、経営における透明性と客観性の確保は不
可欠であることから、コーポレート・ガバナンスの強化を

経営の最重要課題の一つと位置付けています。
　持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のため、

「コーポレートガバナンス基本方針」を策定し、当社ウェブ
サイトにて公表しています。 

詳細はこちらコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、会社の機関として監査役制度を採用しています。当
社の取締役会は、各事業部門における専門的知識と経験を備
えた取締役が、経営の意思決定と他の取締役の職務執行の監
督を行い、経営の監視機能の面は、客観的、中立の経営監視の
機能として、過半数の社外監査役を含む監査役会による監査
が実施される体制をとっています。その上で、2016年6月よ
り、豊富な経験と実績を持つ社外取締役を3分の1以上選任す
ることにより、適切な意見や助言を受けて、取締役会における
議論をさらに活性化させ、あわせて経営の監視機能を高める
こととしており、取締役会の運営と経営の監視機能の面のバ

ランスを踏まえた当社として最適な体制の構築を目指して取
り組んでいます。社内取締役ならびに社外取締役のうち、それ
ぞれ1名ずつ女性を選任しており、引き続き、取締役会の多様
性確保に努めていきます。
　取締役会から授権された一定事項の意思決定については、取
締役の参加を一定限度にとどめた経営会議、営業執行会議及び
技術執行会議で行うことで、意思決定とそれらを監督する機能
の役割を分け、各取締役が他の取締役の職務執行の監督を行
える体制をとっています。さらに、重要な取締役会決議事項につ
いての事前審議機能についても、経営会議が担っています。 

詳細はこちら会社の機関

　2022年度の取締役会の実効性について、「コーポレー
トガバナンス基本方針」に則り、分析・評価を行った結果、
当社取締役会では建設的で活発な議論が行われており、
実効性が十分に確保されていることを確認しております。
なお、分析・評価の概要及び結果は以下の通りです。
評価方法
　全取締役および監査役に対して取締役会の実効性に関す
るアンケートを実施し、その結果と2022年度の取締役会運
営についての事務局からの報告を踏まえた上で、2023年4月
の取締役会にて、監査役会及び各取締役からの意見表明に基

監査役監査の状況
　当社は監査役会設置会社であり、監査役会は常勤監査役２
名、社外監査役3名の5名で構成され、月１回及び必要に応じて
臨時に開催しています。
　常勤監査役2名は相互に連携し、経営会議・営業執行会議・技
術執行会議・リスク統括委員会その他の重要な会議への出席、
内部監査への立会い、必要に応じて取締役その他役職員への
業務執行状況のヒアリング、稟議書・議事録・会議資料・報告書
の閲覧等を通じて、内部統制システムも含めた監査活動を行
っています。またグループ監査役連絡会を開催し、グループ会
社の監査役との連携を図っています。
　会計監査においては、監査役全員で会計監査人であるEY新日
本有限責任監査法人との会合をもち、会計監査計画の説明、四
半期レビュー、会計監査報告を受けるほか、必要に応じて常勤監
査役が、経理部門、会計監査人からヒアリングを行っています。

づき審議し、取締役会全体の実効性を分析・評価しました。
評価項目

内部監査の状況
　内部監査については、監査部11名体制のもと、監査部によ
り情報管理・リスク管理などに関する内部監査及び財務報告
に係る内部統制の評価を実施しています。会計監査において
内部統制上の課題が発見された場合には、その情報が都度各
部門に伝えられ改善が検討されると同時に、内部統制評価の
一環として監査部も当該情報を入手し、各部にフィードバッ
ク及び各部の改善状況についてのモニタリングを行い、その
状況について社長、取締役会、監査役及び会計監査人に報告
しています。
　また、監査役監査との役割調整及び整合性を図るため監査
役に対して適宜状況報告を行いながら活動を行っており、監
査役は内部監査への立会い、内部監査結果の報告を受けるほ
か、社内の状況に関する情報交換を適宜実施しています。

詳細はこちら取締役会の実効性評価

詳細はこちら監査の状況

※結果は右上のQRコードより確認いただけます
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価値創造基盤の強化：信頼される組織風土

銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る
取得価額の合計額（百万円）

非上場株式 1 6

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 11 112
非上場株式以外の株式 6 15,345

銘柄数及び貸借対照表計上額（2023年3月末現在）

（2022年度において株式数が減少した銘柄）
該当事項はありません。

（2022年度において株式数が増加した銘柄）

取締役のスキル・マトリックス
氏名 役職 企業経営

経営戦略 財務会計 法務
リスク管理 海外事業 建設設計 営業

不動産 都市開発 技術
DX

ESG
サステナビリティ

辻　　範明 取締役会長 ● ● ● ● ●
池上　一夫 代表取締役社長 ● ● ● ● ●
谷　　淳一 代表取締役　副社長執行役員 ● ● ●
村川　俊之 取締役　副社長執行役員 ● ● ●
楢󠄀岡　祥之 取締役　副社長執行役員 ● ● ● ●
古泉　正人 取締役　専務執行役員 ● ● ●
熊野　　聡 取締役　専務執行役員 ● ● ● ● ●
山口　　徹 取締役　専務執行役員 ● ● ●
吉村　直子 取締役　執行役員 ●
一村　一彦 社外取締役 ● ● ● ● ●
長崎　真美 社外取締役 ● ● ●
小椋　敏勝 社外取締役 ● ● ● ● ●
藤井　晋介 社外取締役 ● ● ● ● ●
伊澤　　透 社外取締役 ● ● ● ● ●

　取締役・監査役一覧については、　企業情報 > 役員一覧（QRコード参照）　をご覧ください。
社外役員の独立性要件については、コーポレートガバナンス基本方針別紙（QRコード参照）をご参照ください。

　コーポレートガバナンス基本方針において取締役の報酬
に関する基本方針を定めています。2022年3月の取締役会
において、コーポレートガバナンス基本方針の改訂案を決
議しており、取締役の報酬は、コーポレートガバナンス基本
方針に基づき、全ての独立社外取締役及びその同数以下の
代表取締役等にて構成される指名報酬委員会での協議を踏

　当社は取引先等の株式を保有することで事業遂行におけ
る円滑化が図れる場合は、別に定める「取引円滑化の為の資
産取得のガイドライン」に則り、政策保有株式として保有す
る方針としています。
　なお、同ガイドラインにおいては、累計した取得資産の簿価
総額が連結純資産の一定程度におさまることを目安とするこ
ととしています。
　当社は毎年取締役会にて、個別の政策保有株式について
中長期的な経済合理性や将来の見通しを検証し、保有意義
が乏しいと判断される株式については縮減を図るなど見直
しを行っています。取締役会では、年1回、取得の目的である
事業における年度毎の受注高や仕入れ額といった取引状況
を確認し、継続保有の可否について検討を行っています。

まえ、社長が取締役の報酬支給基準を作成し、取締役会の決
議によって決定することとしています。
　2022年度における指名報酬委員会は3回開催され、メン
バーである社内取締役2名、社外取締役5名の全員が出席し
ております。

詳細はこちら役員一覧　社外役員の独立性要件

詳細はこちら役員報酬

政策保有株式

リスク管理・コンプライアンス体制図

取締役会

（長谷工コーポレーション各部門）

長谷工コーポレーション社長

（長谷工グループ各社）

リスク管理担当役員

リスク予防活動推進担当役員

リスク管理担当役員

リスク予防活動推進担当役員

監督報告

連携

監査役会

監査部

リスク管理グループ統括役員

リスク管理部

コンプライアンス室

委員長 長谷工コーポレーション社長
目　的 ①リスクに関する規程案、リ
 スク予防計画等の策定及び改

廃についての検討　②リスク
管理に関する推進方針及び具
体策等の討議決定　③リスク
管理に関する教育、啓蒙等の
方針策定等

リスク統括委員会
委員長 事案に応じ、各部門・各社の

リスク管理担当役員または長
谷工コーポレーション社長

目　的 「長谷工グループ行動規範」
に違反するリスク事象につい
ての調査及び問題解決

コンプライアンス対策委員会

監査

コンプライアンス

　当社は、企業の存立と継続のためにはコンプライアンス
の徹底が必要不可欠であるとの認識のもと「長谷工グルー
プ行動規範」を策定し、全ての取締役、執行役員及び使用人
が、国内外問わず、法令・定款の遵守はもとより、社会規範を

　行動規範の浸透を図りコンプライアンスの推進を担う部
署として、リスク管理部にコンプライアンス室を設置し、当
社グループのコンプライアンスの向上に取り組んでいます。
　また、社長直轄の監査部が内部監査に関する社内規程に従
い、当社グループ各部門における諸活動が法令、定款、会社の
規程・方針等に適合し、妥当であるものかどうかを検討・評価
し、その結果に基づき改善を行っています。

　長谷工グループでは、公益通報者保護法ならびに関連法規
に則り「長谷工グループ内部通報相談制度運用規程」を定め、役
職員からの公益通報、ハラスメント及びコンプライアンス全般

（汚職・贈賄などによる腐敗防止を含む）に関する相談等を受け
付ける通報相談窓口を、リスク管理部コンプライアンス室及び
社外窓口として法律事務所に設置しています。また、通報相談

　近年、情報技術の発展に伴って、様々な局面で情報資産が
脅威に晒される危険性も増大しています。
　長谷工グループでは、お客様情報をはじめとして、事業で
取り扱う情報資産の保護・管理強化に取り組んでいます。グ
ループ全体で「長谷工グループ情報管理規程」、「情報セキュ
リティ基本方針」を定め、グループ共通の「情報の取扱いに
関するガイドライン」を策定し、情報管理に関する意識の醸
成を行っています。さらに、グループ各社の事業や取り扱う

尊重し、社会人としての良識と責任をもって行動するべく
社会から信頼される経営体制の確立に努めています。
　また、行動規範は定期的に必要性・有効性を確認した上
で、適宜見直し・改定を行っています。 

　なお、行動規範に違反する行為により重大な影響が生じる
懸念が発生した場合には、社長に報告するとともに、各部門・
グループ各社のリスク管理担当役員が調査に当たり、必要に
応じ、当該担当役員または当社社長を委員長とする「コンプラ
イアンス対策委員会」を招集して、経緯確認、原因分析、是正措
置、類似事例の有無の調査、再発防止策策定、社内・グループ内
への展開等により問題解決に当たることとしています。

者の匿名性への配慮も含め、通報相談者の保護体制を構築し、
社員が通報相談しやすい環境を整備することにより、不正行為
等の早期発見・早期是正に努めています。
　なお、内部通報相談窓口の受付及びその対応状況につい
ては、代表取締役、社外取締役、監査役へ定期報告を行って
おります。

情報の内容にあわせた個々の管理基準を定めています。
　賃貸住宅の運営管理を行う長谷工ライブネットでは、入
居者・入居希望者の皆様の個人情報や、取引先からお預かり
した情報資産を取り扱っています。このため、東京、大阪の
全部門で情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）
を構築しています。日々の情報資産管理活動の点検・見直し
には、国際規格ISO/IEC27001を活用しており、2005年8
月に認証を取得しています。

コンプライアンス体制

内部通報相談制度

情報セキュリティ

詳細はこちらコンプライアンスに関する基本的な考え方・方針

詳細はこちら

　当社では、取締役、監査役、執行役員、その他役職員について、当該役職に応じた教育体制を構築しています。

詳細はこちら役員トレーニング
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価値創造基盤の強化：信頼される組織風土

人権の尊重

人権尊重の取り組みの全体像

特定した人権課題

長谷工グループCSR調達ガイドライン
1 コンプライアンスの徹底
2 人権の尊重
3 公正な事業活動
4 安全衛⽣の確保
5 品質の確保
6 環境への配慮
7 適切な情報の開示
8 情報セキュリティの徹底
9 社会貢献
⓾ BCPの構築 　　　　　2021年 10⽉1日策定

　長谷工グループでは、企業価値の維持・増大に向けて、事
業に関連する内外の様々なリスクを適切に管理するため、

「長谷工グループリスク管理方針」を定めています。

　長谷工グループでは、「長谷工グループ行動規範」の中で
「人権の尊重」を明文化しています。また、人権尊重を図る
取り組みを深化させるため、国連「ビジネスと人権に関す
る指導原則」に沿って、2022年1月に「長谷工グループ人
権方針」を策定しました。グループの社員一人ひとりが人
権に対して理解を深め、常に高い意識を持って業務にあた

　「長谷工グループ人権方針」の策定に伴い、現在、人権
DDの取り組みを進めています。具体的には、経営管理部
門及び協力会社との窓口である建設部門にて「人権ワーキ
ンググループ」を組成し、当社グループの事業活動に関連
して発生しうる人権侵害のリスクを洗い出し、深刻度と発

　この方針を実行するため、リスク管理体制を整備し、方針
に基づくルールや施策を長谷工グループ全役職員に周知・
徹底しています。

ることができるよう、グループ内での浸透を図るととも
に、協力会社等のサプライチェーンに対しても、人権を尊
重した事業活動を要請しています。また、人権デュー・ディ
リジェンスの取り組み等を通じて、人権に配慮した経営に
努めていきます。

生可能性の観点から評価を行った上で、関連する部門やグ
ループ会社の対応状況等の確認を行い、対応が必要な人権
課題を特定しました。
　対応状況については、取締役会まで報告を行っていま
す。今後、継続的に実施していく人権DDの状況等につい

　長谷工グループでは、「長谷工グループリスク管理方針」
を実行するため、最高責任者を長谷工コーポレーション社
長としたリスク管理体制を運用しています。長谷工グルー
プ全体のリスク予防、危機対応等のリスク管理全般に関す
る責任者としてリスク管理グループ統括役員を任命し、長
谷工コーポレーション各事業部門・グループ各社のリスク
管理の指揮をとる責任者として、リスク管理担当役員も任
命しています。また、長谷工グループ全体のリスク管理推進
策の策定、推進に対する助言、推進状況の確認等を行うリス
ク管理部をグループ各社に設置しています。

　長谷工グループでは、大震災その他自然災害発生時のグ
ループ各社の重要業務を明確にし、提供する“住まい”の安
全確保とともに、業務が中断しないこと、中断しても可能
な限り短い期間で再開することができる仕組み、また、従
業員とその家族の安全を確保した上で、事務所や作業を速
やかに保全し、復旧活動・復旧支援に携わる従業員が自律
的に行動することができる仕組みを構築することを目的
として、「事業継続計画」を定めています。
　「事業継続計画」では、長谷工グループが事業活動を展開
する拠点の気象庁地震観測地点において、震度5強を基準

　長谷工コーポレーション社長を委員長とする「リスク統
括委員会」を設置し、四半期に一回の開催に加えて、重大リ
スク発生時には必要に応じて臨時で開催し、リスクの横断
的な収集、分析、評価、対応を行っています。「リスク統括委
員会」での討議内容は必要に応じて取締役会に報告し、リス
ク管理体制の運用状況及びその実効性を評価・監督してい
ます。
※ 「リスク管理・コンプライアンス体制」についてはP51の「リスク管理・

コンプライアンス体制図」をご覧ください。

とする大きな地震が観測された場合 （基準震度に満たな
い場合であっても被害状況等による）、また、地震以外の自
然災害（暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、津波、噴火等）につい
ても被害が甚大である場合はグループ統括本部本部長（長
谷工コーポレーション社長）の判断により、本事業継続計
画を発動することと定めています。また、非常事態が発生
した場合の組織及び体制については、当社東京または大阪
にグループ統括本部ならびにグループ統括支援本部他、グ
ループ会社に各社本部、東海地区および九州地区に各地区
本部を設置することとしています。

詳細はこちら

詳細はこちら

リスクマネジメントに関する基本的な考え方・方針

人権に関する基本的な考え方

人権デュー・ディリジェンス（人権DD）の取り組み状況

リスク管理体制

事業継続計画（BCP）

リスクマネジメント

人権方針
の策定

人権相談
窓口の設置

人権デュー・ディリジェンス

人権課題
特定 効果

確認
予防・
軽減策

情報
開示

2022年1月 2022年6月

（第1回）
2022年10⽉ 実施中・実施予定

PDCA

　サプライチェーン全体で社会的責任を果たすため、「長谷
工グループCSR調達ガイドライン」を策定しました。グルー
プ各社が資材や労務の調達を行う際に本ガイドラインを遵
守するとともに、取引先（サプライヤーに限らず、請負業者、
代理業者等、全ての取引先を含みます）にも本ガイドライン
を遵守した事業活動をお願いすることにより、社会の要請
に応えていきます。なお、主要取引先については、本ガイド
ラインに対する同意書を取得しています。
　また、それ以外の取引先も含めて、本ガイドラインの遵守
要請を明確化するため、取引に関する契約書への条項追加
に取り組んでいるところです。
　なお、取引先における「長谷工グループCSR調達ガイドラ

イン」の遵守状況を確認するため、自主点検表によるアン
ケートを実施し、概ね適切な対応が行われていることを確
認しています。

　当社は、内閣府が創設した「パートナーシップ構築宣言」に参画し、サプライチェーン全
体で付加価値向上に取り組むとともに、取引先との共存共栄を目指してまいります。

詳細はこちら長谷工グループCSR調達ガイドライン

パートナーシップ構築宣言

サプライチェーン・マネジメント

ては、「サステナビリティ委員会」に報告し、レビューを受
けています（サステナビリティ委員会での審議・報告事項
については、取締役会に報告され監督される体制となって

おり、特に重要な事項については取締役会に付議し審議の
上決定しています）。

人権課題 主なリスク

サプライチェーン上流の人権課題 ・木材伐採現場等、建設資材生産の上流における労働問題や地域住民の生活環境への影響
強制労働・児童労働 ・建設現場やサービス提供現場における協力会社の外国人技能実習生や若年労働者に関わる労働問題
労働安全衛生 ・建設現場やサービス提供現場における従業員（自社及び協力会社）の生命や健康に関わる事故

雇用・労働条件 ・長時間労働　
・協力会社の雇用・労働条件

ハラスメント・差別 ・自社内または自社・協力会社間で発生するハラスメント
・サービス提供現場における、お客様への／お客様からのハラスメント

地域コミュニティへの影響 ・建設現場の近隣にお住いの方の生活環境への影響

お客様の安全安心 ・介護現場やお客様の居住空間におけるサービス提供時の事故
・お客様の個人情報・プライバシー
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価値創造基盤の強化：信頼される組織風土

　当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に向
けて、社長自らが出席する決算説明会の開催を始め、株主・
機関投資家・アナリストとの対話、各種の説明会などを積極
的に行っています。

　長谷工コーポレーションでは、明日香村へ2018年度か
ら「企業版ふるさと納税制度」を活用した寄付活動を行っ
ています。
　2022年度は、明日香村が推進する「世界遺産登録推進
プロジェクト」に関わる事業として、①飛⿃ハーフマラソ
ン事業、②閑散期誘客キャンペーン事業、③有害獣対策事
業、④安全対策事業、⑤農村魅力づくり事業に活用されて
います。

　2022年7月と12月に、明日香村地域振興公社、長谷工
コミュニティ、当社が協働して「長谷工明日香コミュニティ
ファーム」で収穫した野菜を、奈良県内のこども食堂（延
18ヶ所）へ寄付しました。野菜は、こども食堂での使用や、

　1992年7月に長谷工コーポレーションが設立した（一財）ハウジングアンドコミュ
ニティ財団（理事長：大栗育夫［長谷工コーポレーション相談役］）は、豊かな住環境の創
造に貢献することを目的とした一般財団法人です。世代を超えた良質な住環境をつく
り、活力ある地域社会を構築するためには、市民の自発的な地域づくり、住まいづくり
が不可欠と考え、このような活動を支援することを社会的使命としています。
　当財団では、2022年、財団設立30年を記念し、『市民がまちを育むー現場に学ぶ「住
まいまちづくり」』を刊行しました。本書には、これまでに当財団の助成対象活動となっ
た事例の紹介や、それぞれの活動に対する識者のコメントなどをまとめております。
　今後も引き続き、市民の自発的なまちづくり活動に対し、「住まいとコミュニティづ
くり活動助成事業」として支援をしてまいります。

ひとり親家庭や近隣の養護施設へも配布いただくなど、地
域の繋がりを活かした活動となりました。今後も野菜の寄
付を通じた社会貢献を継続していきます。

　また当社ウェブサイトでは、決算説明資料・統合報告書等
の開示資料を英語版も含めて掲載するなど、適時かつ公平
な情報開示を行っています。

　長谷工マンションミュージアムは、長谷工グループの創
業80周年記念事業の一環として、2018年に東京都多摩市
にオープンしました。
　集合住宅の歴史や間取りの移り変わり、マンションの設
計・施工や修繕・建替えなど、マンションのあらゆることを

「見て、触れて、感じて、学べる」日本で初めてのマンション
ミュージアムです。
　地域の皆様、取引先、国内外の住宅業界に従事する方な
ど、様々な立場の方にご来館いただいています。また、新入
社員やグループ会社の研修の他、外部からの研修目的の利
用が広がっており、2022年度は6,136名、累計で15,517名
の方にご来館いただきました。
　マンションだからできる防災をテーマに2019年9月か

ら開催していた企画展「マンション防災展」は、お客様から
の好評を受けて、2022年4月に常設化しました。近年増加
している風害・水害への対策やスマート・ウォーター・タン
クのご紹介、在宅避難など、展示内容を拡充し、暮らしの中
で役立つ情報を掲載した『防災マニュアル』も来館者全員に
配布しています。また、2023年3月には「長谷工マンション
ミュージアム 防災フェスタ」を開催し、137名の方々にご
来場いただきました。
　今後も新たな展示改修も控えており、集合住宅の奥深い
歴史やマンションづくりの面⽩さを知っていただくための
情報発信拠点として更なる充実を図っていきます。

※ 新型コロナウイルス感染症予防対策として、館内の消毒、換気、スタッフの検
温による体調管理等を徹底しています。

株主・機関投資家・アナリストとの建設的な対話 明日香村における企業版ふるさと納税の活用

子ども食堂への寄付

『市民がまちを育む―現場に学ぶ「住まいまちづくり」』が刊行（ハウジングアンドコミュニティ財団）

長谷工マンションミュージアムにおけるコミュニケーション

ステークホルダーとの対話 地域社会における活動

情報開示とエンゲージメント

2022年度の主なIR活動
項⽬ 回数 内容

決算説明会 2 トップマネジメントが出席する決算説明会を年2回(5月/11月)実施

決算発表後
ネットカンファレンス 4 四半期の決算発表日当日に年4回(5月/8月/11月/2月)実施

機関投資家面談 212 個別面談・電話取材・スモールミーティングなどを通じて、
のべ212社の国内外機関投資家やセルサイド・アナリストとの面談を実施

マンション市場説明会 2 年2回(9月/3月)実施

世界と日本の集合住宅の変遷を紹介する「集合住宅の歩み」ゾーン マンション防災コーナー

社会貢献活動

野菜収穫の様子 梱包・発送した野菜

詳細はこちら
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